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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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人件費
　人件費に係る経常収支比率は、類似団体と比べて高い比率にある。類似団体と比べ職員給の構成で民生費が大きく、これは５つの保
育所を直営していることが主な要因と考えられる。今後においても、職員数や給与体系の見直しを図り、適正化に努める。

物件費
　物件費に係る経常収支比率は、類似団体と比べて低い比率となっている。今後も、事業の選択と集中により、経常的経費の削減に努め
る。

扶助費
　扶助費に係る経常収支比率は、類似団体に比べて若干、高くなっている。毎年、上昇傾向にあるため、扶助費全般について行政評価等
による見直しを行っていく。

公債費
　公債費に係る経常収支比率は、類似団体を大きく下回っている。これまでから、普通建設事業を抑え、地方債の発行を抑制してきたこと
による。今後においても、市債の発行には交付税算入のある地方債を優先し、また、世代間の負担の公平性を考慮しながらも、次世代へ
の負担が過剰にならないよう健全な財政運営に努める。

補助費等
　補助費等に係る経常収支比率は、類似団体に比べて高くなっている。これは、ごみ処理や消防など一部事務組合への負担金が大きな
要因と考えられる。本市での事務事業の見直しに加え、事務組合での事務事業の見直しを行い、削減に努める。

その他
　その他に係る経常収支比率は、類似団体に比べて高くなっている。平成１９年度に下水道事業特別会計への繰り出し基準が見直され、
一時回復していた数値が悪化した。今後も、経常経費の削減に努める。

普通建設事業費
　普通建設事業費の人口１人当たりの決算額では、平成２０年度には過去５年間の平均を上回る事業を実施したが、類似団体の平均を
大きく下回っている。これまでから、財政状況が厳しい中、投資的経費に充当する財源の確保が難しく、普通建設事業費は低く抑えてき
た。今後も、限りある財源の中で、事業の選択と集中を行い、遅れている都市基盤整備を計画的に進めていく。
　



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 3,374,130 61,636 63,507 ▲ 2.9
賃金（物件費） 170,286 3,111 3,108 0.1
一部事務組合負担金（補助費等） 764,080 13,958 5,417 157.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 933 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 181,220 3,310 3,110 6.4
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 6,667 122 1,188 ▲ 89.7
▲退職金 ▲ 203,451 ▲ 3,716 ▲ 8,296 ▲ 55.2
合計 4,292,932 78,420 68,966 13.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 6.38 6.18 0.20
ラスパイレス指数 98.4 98.7 ▲ 0.3

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

667,538 12,194 26,996 ▲ 54.8

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 111 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 633,121 11,565 9,627 20.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

372,069 6,797 3,352 102.8

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

170,635 3,117 1,368 127.9

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

3,873 71 31 129.0

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,346,362 ▲ 24,594 ▲ 25,065 ▲ 1.9

合計 500,874 9,150 16,420 ▲ 44.3
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

721,444 13,180 ▲ 51.9 43,918 ▲ 37.8 ▲ 14.1

うち単独分 523,724 9,568 ▲ 54.9 17,815 ▲ 57.8 2.9

595,930 10,874 ▲ 17.5 36,976 ▲ 15.8 ▲ 1.7

うち単独分 407,729 7,440 ▲ 22.2 21,184 18.9 ▲ 41.1

702,671 12,740 17.2 35,287 ▲ 4.6 21.8

うち単独分 467,265 8,472 13.9 22,883 8.0 5.9

567,689 10,333 ▲ 18.9 33,360 ▲ 5.5 ▲ 13.4

うち単独分 399,132 7,265 ▲ 14.2 21,314 ▲ 6.9 ▲ 7.3

988,715 18,061 74.8 32,868 ▲ 1.5 76.3

うち単独分 479,254 8,755 20.5 22,184 4.1 16.4

過去５年間平均 715,290 13,038 0.7 36,482 ▲ 13.0 13.7

うち単独分 455,421 8,300 ▲ 11.4 21,076 ▲ 6.7 ▲ 4.7
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